
1/37 

○西海市企業立地奨励条例施行規則 

平成20年３月28日西海市規則第36号 

西海市企業立地奨励条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、西海市企業立地奨励条例（平成20年西海市条例第８号。

以下「条例」という。）第13条の規定により、条例の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（対象施設） 

第２条 条例第２条第１号イに規定する製造業の用に供する工場とは、日本標

準産業分類（平成14年総務省告示第139号。以下「産業分類」という。）に

よる大分類Ｆ製造業の用に供する施設とする。 

２ 条例第２条第１号ロに規定する、その他市長が特に本市経済の発展に寄与

すると認める事業で、公害発生及び公序良俗に反するおそれのない事業所と

は、産業分類による小分類番号811の自然科学研究所及び別表１に掲げる産

業分野に係る事業の用に供する施設とする。 

３ 条例第２条第３号及び第４号の規定により業種が異なるか同一であるかに

ついては、産業分類の小分類が異なるか同一であるかをもって認めるものと

する。 

（指定申請の手続） 

第３条 条例第７条第１項の規定により指定を受けようとする者（以下「指定

申請者」という。）は、その要件を満たすこととなった日から30日以内（た

だし、当該期日までに提出することが困難な特別の事情があると市長が認め

るときは、市長が別に定める日まで）に指定申請書（様式第１号）に次の各

号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 事業概要説明書（様式第２号） 

(２) 施設整備計画書（対象施設を賃借により設置する場合は、賃貸借契約

に係る物件の仕様書） 

(３) 誓約書（様式第３号） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（指定審査決定通知） 
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第４条 市長は、条例第７条第２項の規定による審査の結果については、当該

申請者に対して指定審査決定通知書（様式第４号）により申請者に通知する

ものとする。 

（固定資産税の課税免除申請） 

第５条 条例第３条第１号に規定する固定資産税の課税の免除を受けようとす

る者は、西海市税条例（平成17年西海市条例第56号）第54条の２第３項の規

定により、申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による課税免除申請書により、課税免除することが適

当と認めたときは、固定資産税課税免除決定通知書（様式第５号）により申

請者に通知するものとする。 

（奨励金の交付申請） 

第６条 条例第３条第２号に規定する奨励金の交付を受けようとする者は、次

の各号に掲げる奨励金の区分に応じ、当該各号に掲げる奨励金の区分に応じ、

当該各号に定める期限までに、奨励金交付申請書（様式第６号）に必要書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 雇用奨励金 当該事業所の操業日から１年と60日を経過した日（その

日が１月から３月までに属するときは、その年の４月１日）以降３月を経

過するまでの期間 

(２) 用地取得奨励金 当該事業所の操業日から１年と60日を経過した日

（その日が１月から３月までに属するときは、その年の４月１日）以降３

月を経過するまでの期間 

(３) 施設整備奨励金 当該事業所の操業日から１年と60日を経過した日

（その日が１月から３月までに属するときは、その年の４月１日）以降３

月を経過するまでの期間 

(４) 輸送コスト軽減奨励金 当該事業所の操業日の翌年度以降、各年度に

交付を受けようとする当該年度の操業日に応当する日から60日を経過した

日以降３月を経過するまでの期間 

(５) 技術研修支援奨励金 当該事業所の操業日の翌年度以降、各年度に交

付を受けようとする当該年度の操業日に応当する日から60日を経過した日

以降３月を経過するまでの期間 
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(６) 技術指導者招聘奨励金 当該事業所の操業日の翌年度以降、各年度に

交付を受けようとする当該年度の操業日に応当する日から60日を経過した

日以降３月を経過するまでの期間 

(７) 住宅整備奨励金 住宅の建設が完了した日（その日が１月から３月ま

でに属するときは、その年の４月１日）から３月を経過するまでの期間 

２ 市長は、前項の規定による奨励金交付申請書が提出され、奨励金の交付が

適当と認めるときは、奨励金交付決定通知書（様式第７号）により申請者に

通知するものとする。 

（奨励金の交付請求） 

第７条 前条の規定により奨励金の交付決定を受けた者が、奨励金の請求をす

るときは、交付決定通知を受け取った日から30日以内に奨励金交付請求書

（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（普通財産の貸付料の減額申請） 

第８条 条例第３条第３号に規定する普通財産の貸付料の減額を受けようとす

る者は、指定の通知を受けた日から30日以内に、普通財産貸付料減額申請書

（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請書が提出されたときは、普通財産貸付料減

額決定通知書（様式第10号）により、申請者に通知するものとする。 

（計画変更等の届出） 

第９条 指定事業者は、指定の通知があった後に第３条の規定による申請の内

容に変更が生じたときは、指定申請事項変更届出書（様式第11号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 指定事業者は、第５条第２項、第６条第２項又は第８条第２項の規定によ

る奨励措置の決定の通知があった後に、第５条第１項、第６条第１項又は第

８条第１項の規定による申請の内容に変更が生じたときは、奨励措置決定事

項変更届出書（様式第12号）を市長に提出しなければならない。 

（変更事項の承認） 

第10条 市長は、前条第１項又は第２項の規定により変更届書を受理した場合

は、これを審査し、適当と認めたときは、変更を承認するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により変更を承認したときは、指定事項変更承認通知
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書（様式第13号）又は奨励措置決定事項変更承認通知書（様式第14号）によ

り、当該指定事業者に対し通知するものとする。 

（その他の届出） 

第11条 指定事業者は、その事業について次の各号いずれかに該当する場合に

は、遅滞なく当該各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(１) 操業を開始したとき 操業開始届（様式第15号） 

(２) 事業を休止（廃止）したとき 事業休止（廃止）届（様式第16号） 

（指定の取消し） 

第12条 市長は、条例第９条の規定により指定の取消しをするときは、指定取

消決定通知書（様式第17号）により通知しなければならない。 

（奨励金等の返還命令） 

第13条 条例第10条の規定により、奨励金等の返還を命ずる場合は、奨励金返

還命令書（様式第18号の１）、固定資産税納付命令書（様式第18号の２）、

及び普通財産貸付料納付命令書（様式第18号の３）により行うものとする。 

（地位の継承に係る承認） 

第14条 条例第11条の規定により指定事業者の地位を継承しようとする者は、

事業継承承認願（様式第19号）に次に掲げる書類を添えて、遅滞なく市長に

届け出なければならない。 

(１) 継承の事実を証明する書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の承認願を受理した場合は、これを審査し、適当と認めたと

きは、事業継承承認通知書（様式第20号）により通知するものとする。 

（補則） 

第15条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（西海市工場等設置奨励条例施行規則の廃止） 

第２条 西海市工場等設置奨励条例施行規則（平成17年西海市規則第133号）

は廃止する。 
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（西海市税条例施行規則の一部改正） 

第３条 西海市税条例施行規則（平成17年西海市規則第50号）第14条を次のよ

うに改正する。 

（次のよう略） 

第４条 西海市税条例施行規則様式第56号を次のように改正する。 

（次のよう略） 

別表１（第２条関係）  

(１) 情報・通信関連分野 

(２) 新製造技術関連分野 

(３) 流通・物流関連分野 

(４) ビジネス支援関連分野 

(５) 海洋開発関連分野 

(６) バイオテクノロジー関連分野 

(７) 航空・宇宙（民需）関連分野 

(８) 新エネルギー・省エネルギー関連分野 

(９) 農業・陸上養殖業関連分野 
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様式第１号（第３条関係） 
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8/37 

様式第２号（第３条関係） 
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様式第３号（第３条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

指定審査決定通知書 

 

 

  年  月  日付で申請のあった企業立地の奨励措置に係る指定につい

ては、審査の結果、下記のとおり決定します。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

指定の適否 適 ・ 否 

指定事業者 
法人名  

所在地  

対象施設 
種別 工場・その他事業所 

所在地 西海市   町   郷   番地 

指定の条件又は指定しない理

由 
 

 



13/37 

様式第５号（第５条関係） 

西海市指令 第  号 

様 

 

 

固定資産税課税免除決定通知書 

 

 

  年  月  日付で申請のあった固定資産税の課税免除については、下

記のとおり決定します。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

１ 対象施設の名称 

 

２ 課税免除の期間 

 

３ 課税免除の条件等 
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様式第６号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

西海市長      様 

 

申請者 住 所              

法人名            印 

代表者名           印 

 

奨励金交付申請書 

 

西海市企業立地奨励条例第３条第２号に規定する奨励金の交付を受けたいの

で、下記のとおり申請します。 

 

記 

指定の年月日及び番号 
  年  月  日付 

西海市指令 第   号 

対象施設 
種別 工場・その他事業所 

所在地 西海市   町   郷   番地 

操業開始日   年  月  日 

交付を受けようとする奨励金の

合計額 
          円 

添付書類 

（※交付を受けようとする奨励金の

番号を丸で囲んでください。） 

(1) 雇用奨励金積算基礎 

(2) 用地取得奨励金積算基礎 

(3) 施設整備奨励金積算基礎 

(4) 輸送コスト軽減奨励金積算基礎 

(5) 技術研修支援奨励金積算基礎 

(6) 技術指導者招聘奨励金積算基礎 

(7) 住宅整備奨励金積算基礎 
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雇用奨励金積算基礎 

 
総数 男性 女性 

新規雇用従業員 

（短時間労働者を除く。） 
   

上記短時間労働者    

新規学卒雇用従業員 

（短時間労働者を除く。） 
   

上記短時間労働者    

 

氏名 職種 生年月日 採用年月日 住所 
週所定労働時間

数 

      

      

      

      

      

 

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 雇用保険被保険者を証する書類及び引き続き１年以上雇用しているこ

とが確認できる書類 

（２） 本市内に１年以上住所を有していることが確認できる書類 
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用地取得奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 
取得面積 ㎡ 

取得費用 円 

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 投下固定資産額が確認できる書類 

（２） 取得用地内容が確認できる書類 

 

 

施設整備奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 取得面積 ㎡ 

申請時従業員数 

週所定労働時間 

30時間以上の従業員 
人 

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 投下固定資産額が確認できる書類 

（２） 申請時従業員数が確認できる書類 
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輸送コスト軽減奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 取得面積 ㎡ 

 

社内 

輸送 

西彼杵道路通行料計 

（大串IC ⇔ 指方IC） 

円 

西九州自動車道通行料計 

（大塔IC ⇔ 武雄南IC） 

円 

合計 円 

 

社外 

輸送 

事業者名 

（         ） 

円 

事業者名 

（         ） 

円 

合計 
円 

合計 社内・社外輸送合計 円 

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 投下固定資産額が確認できる書類 

（２） 有料通行料が確認できる書類 

（３） 運送業者への支払いが確認できる書類 

 

 

輸 

送 

費 
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技術研修支援奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 取得面積 ㎡ 

研修期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

研修内容  

研修地  

人数 人 

交通費 

（事業所・研修

施設間に係る交

通費は１回のみ

とする。） 

飛行機 円 

電車 円 

バス 円 

その他 円 

合計 円 

宿泊日数 日 ×   人 ＝    日  

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 研修内容（研修資料等）が確認できる書類 

（２） 研修参加人数が確認できる書類 

（３） 交通費の金額が確認できる書類 

（４） 宿泊日数が確認できる書類 
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技術指導者招聘奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 取得面積 ㎡ 

指導期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

指導内容  

指導者人数 人 

交通費 

（派遣元・事業

所間に係る交通

費は１回のみと

する。） 

飛行機 円 

電車 円 

バス 円 

その他 円 

合計 円 

宿泊日数 日 ×   人 ＝    日  

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 指導内容が確認できる書類 

（２） 指導者人数が確認できる書類 

（３） 交通費の金額が確認できる書類 

（４） 宿泊日数が確認できる書類 

 

 

  



20/37 

住宅整備奨励金積算基礎 

投下固定資産額 

家屋 円 

償却資産 円 

その他 円 

合計 
円 

※合計額が1億円以上となること。 

取得用地 取得面積 ㎡ 

入居者 

氏名  

前住所  

家族構成  

建設費用 円 

建設業者名  

添付書類（他奨励金と重複する添付書類については省略することができる。） 

（１） 投下固定資産額が確認できる書類 

（２） 西海市に住所を移したことが確認できる書類（住民票等） 

（３） 建設費用を確認できる書類 

（４） 建設業者を確認できる書類 

（５） 誓約書 
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誓約書 

 

私は、以下の事項を厳守することを、ここにお誓い致します。万が一違反し

た場合、住宅整備奨励金を全額返還致します。 

 

記 

 

１．職員住宅以外の目的に使用しないこと。 

２．市に無断で売却しないこと。 

３．市に無断で貸出しないこと。 

以上 

 

西海市長     様 

   年   月   日 

 

住 所               

法人名               

代表者名            印 
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様式第７号（第６条関係） 

西海市指令 第  号 

様 

 

 

奨励金交付決定通知書 

 

 

  年  月  日付で申請のあった奨励金の交付については、下記のとお

り決定します。 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

記 

 

１ 交付決定額       金        円 

（内 訳） 

雇用奨励金             円 

用地取得奨励金           円 

施設整備奨励金           円 

輸送コスト軽減奨励金        円 

技術研修支援奨励金         円 

技術指導者招聘奨励金        円 

住宅整備奨励金           円 

 

２ 交付の条件等 
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様式第８号（第７条関係） 

  年  月  日 

西海市長      様 

 

申請者 住 所              

法人名            印 

代表者名           印 

 

奨励金交付請求書 

 

  年  月  日付西海市指令 第  号で交付決定通知のあった奨励金

の交付を受けたいので、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

交付請求額   金        円 

 

 

 

振込指定口座 

（１） 金融機関名 銀行・農協・郵便局     支店 

（２） 預金種別 普通・当座 

（３） 口座番号  

（４） 口座
ふ り

名義
が な
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様式第９号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

西海市長      様 

 

申請者 住 所              

法人名            印 

代表者名           印 

 

普通財産貸付料減額申請書 

 

 西海市企業立地奨励条例第３条第３号に規定する普通財産の貸付料の減額を

受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

指定の年月日及び番号 
  年  月  日付 

西海市指令 第   号 

対象施設 
種別 工場・その他事業所 

所在地 西海市   町   郷   番地 

貸付料の減額を受けようとする 

普通財産の概要 

名称： 

契約日： 

契約期間： 

貸付料： 

添付書類 (1) 当該普通財産の賃貸借契約書 
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様式第10号（第８条関係） 

西海市指令 第  号 

様 

 

 

普通財産貸付料減額決定通知書 

 

 

  年  月  日付で申請のあった普通財産貸付料の減額については、下

記のとおり決定します。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

１ 貸付料を減額する期間並びにその額 

減額する期間 減額する額 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 
     円（全額） 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 
     円（２分の１以内） 

 

２ 決定の条件等 
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様式第11号（第９条関係） 
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様式第12号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

西海市長      様 

 

申請者 住 所              

法人名            印 

代表者名           印 

 

奨励措置決定事項変更届出書 

 

  年  月  日付で申請した事項に変更が生じたので、下記のとおり届

け出ます。 

 

記 

 

対象施設 

種別 工場・その他事業所 

所在

地 
西海市   町   郷   番地 

対象となる奨励措置 固定資産税の課税免除・奨励金の交付・普通財産の貸付料減額 

変更事項 

【変更前】 【変更後】 

  

  

変更年月日   年   月   日 

変更理由  

添付書類  

 

備考：変更を証する書類を添付すること。 
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様式第13号（第10条関係） 

西海市指令 第  号 

様 

 

 

指定事項変更承認通知書 

 

 

 

  年  月  日付で届出のあった指定申請事項の変更については、承認

します。 

 

 

 

 

      年  月  日 

西海市長           
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様式第14号（第10条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

奨励措置決定事項変更承認通知書 

 

 

 

  年  月  日付で届出のあった奨励措置に関する申請事項の変更につ

いては、承認します。 

 

 

 

 

      年  月  日 

西海市長           
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様式第15号（第11条関係） 
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様式第16号（第11条関係） 
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様式第17号（第12条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

 

指定取消決定通知書 

 

 

西海市企業立地奨励条例第９条の規定により、下記の指定を取り消します。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

指定の年月日及び番号   年  月  日付西海市指令 第  号 

指定事業者 
法人名  

所在地  

対象施設 
種別 工場・その他事業所 

所在地 西海市   町   郷   番地 

取消し事由 （西海市企業立地奨励条例第９条第 号に該

当） 
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様式第18号の１（第13条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

 

奨励金返還命令書 

 

 

  年  月  日付西海市指令 第  号で交付決定の通知をした奨励金

について、西海市企業立地奨励条例第10条の規定により、この命令の交付の日

から＊＊年  月  日までの間に、下記のとおり返還することを命じます。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

 

 

１ 返還すべき額               円 

 

２ 返還方法 
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様式第18号の２（第13条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

 

固定資産税納付命令書 

 

 

  年  月  日付西海市指令 第  号をもって課税免除した固定資産

税について、西海市企業立地奨励条例第10条の規定により、この命令の交付の

日から＊＊年  月  日までの間に、下記のとおり納付することを命じます。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

 

 

１ 納付すべき額               円 

 

２ 納付方法 
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様式第18号の３（第13条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

 

普通財産貸付料納付命令書 

 

 

  年  月  日付西海市指令 第  号で減額の決定通知をした普通財

産貸付料について、西海市企業立地奨励条例第10条の規定により、この命令の

交付の日から  年  月  日までの間に、既に減額した普通財産貸付料を

下記のとおり納付することを命じます。 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 

記 

 

 

 

１ 納付すべき額               円 

 

 

２ 納付方法 
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様式第19号（第14条関係） 

  年  月  日 

 

西海市長      様 

 

申請者 住 所              

法人名            印 

代表者名           印 

 

事業継承承認願 

 

西海市企業立地奨励条例第11条の規定により、下記の指定事業者の事業を継

承しましたので、関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

指定の年月日及び番号   年  月  日西海市指令 第  号 

指定事業者 
法人名  

所在地  

対象施設 
種別 工場・その他事業所 

所在地 西海市   町   郷   番地 

継承 

年月日   年  月  日 

事由 
相続・営業譲渡・合併・分割・その他

（            ） 

 

備考：継承の事実を証する書類を添付すること。 
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様式第20号（第14条関係） 

西海市指令 第  号 

 

様 

 

 

事業継承承認通知書 

 

 

 

  年  月  日付で届出のあった事業の継承については、これを承認し

ます。 

 

 

 

 

      年  月  日 

西海市長           

 

 


